
 

 

 

 

北名古屋市公共施設包括管理業務委託に関する 

サウンディング型市場調査実施要領 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月８日 

北名古屋市 総務部 企画情報課 

 

 



１．目的 

北名古屋市（以下、「本市」という。）では、多くの自治体と同様

に、公共施設の各種維持管理業務について、施設毎・業務毎に契約を

行っており、各施設所管課で管理水準のばらつきや施設の老朽化に伴

う事務負担の増加など、公共施設マネジメントにかかる課題が顕在化

しています。 

また、大半の施設では事務職員が施設の管理を担当しており、大規

模工事以外の日常修繕は施設所管課のみでの対応となっていることか

ら、重い業務負担となり、専門的な知識をもつ職員が限られる中、い

かに公共施設を適正かつ効率的に管理していくかが求められていま

す。 

近年では、いくつかの自治体で「公共施設の包括管理業務委託」を

実施する事例が少しずつ増えており、本調査により、本市においても

包括管理業務委託を行うことの必要性や業務実施の可能性、対象業務

の範囲等について、民間事業者の皆様からの観点でご意見をいただき

たいと考えるものです。 

 

２．対象施設及び対象業務 

現時点で想定している対象施設及び対象業務は、別紙３「対象施設

一覧表」をご覧ください。また、別紙４「受託不明な業務」について

も、対象業務として含むことが可能か聞かせてください。 

 

３．本市の課題 

⑴ 将来的な人口減少・人口構造の変化に対応した公共施設の最適化

と持続可能な管理運営 

人口減少・少子高齢化により税収の減少や扶助費の増大が見込ま

れ、限られた予算において、老朽化が進む公共施設に充てられる費

用が減少していく中、持続可能な公共施設の管理運営を実現するた

め、本市で策定している「公共施設等総合管理計画」及び「学校施

設長寿命化計画」に基づいて建物系公共施設の総量縮減や長寿命化



等を行っていく予定であるが、日常の維持管理についても同様に効

率化・適正化を図っていく必要がある。 

 

⑵ 施設毎に異なる維持管理水準 

施設の維持管理に係る各種発注が施設毎・業務毎となっているた

め、仕様の水準や施設における点検業務等の実施状況にばらつきが

あり、統一的な管理水準に基づいた維持管理ができていない。 

 

⑶ 施設管理に関するデータの一元管理 

施設の修繕や老朽化した施設の劣化状況等について、日常的な点

検が十分ではなく、また施設横断的な評価データを有しておらず、

客観的なデータや専門的な知見等に基づいた修繕や改修工事等の優

先順位の検討ができていない。 

 

⑷ 職員の負担軽減 

行政サービスの多様化に伴い、職員の業務量も増大化しており、

公共施設の維持管理に係る事務作業についても効率化・簡素化して

いく必要がある。 

 

４．調査スケジュール 

実施要領の公表 令和５年６月１２日（月） 

調査申込期間 

※事前質問も同日 

令和５年６月１２日（月）から 

令和５年６月２６日（月）まで 

事前質問回答 令和５年７月３日（月）を目途に 

申込事業者に回答予定 

調査実施 
令和５年７月１０日（月）から 

令和５年７月１３日（木）までの予定 

調査結果の公表 令和５年７月末予定 

※ 調査にあたり、現地確認を行いたい場合は、個別で各施設を外観よ

り行ってください。なお、どうしても内部の確認等が必要な場合は、



下記問い合わせ先まで連絡をしてください。 

 

５．サウンディング型市場調査の内容サウンディング型市場調査の内容 

⑴ 調査の参加対象 

北名古屋市の公共施設維持管理について関心のある法人又は法人

のグループ（以下事業者等）。ただし、次のいずれかに該当する場

合を除く。 

  ・  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

の各号に掲げる事業者等。 

・ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）及び民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく更生・再生手続き中の事業者

等 

・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は北名古屋市暴力

団排除条例に該当する者でないこと。また、北名古屋市が行う事

務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成２５年５月２

４日）に基づく排除措置を受けている事業者等 

・ 市税並びに法人税及び消費税、地方消費税を滞納している事業

者等 

 

⑵ 調査項目 

① 本調査への参加理由について 

② 北名古屋市における包括管理業務委託導入の市場性の有無 

③ 対象施設及び業務の範囲における受託の可能性について 

④ 業務効果及びコスト削減について 

⑤ 付加価値として提案可能な業務 

⑥ 市内事業者等への受注機会、地域貢献についての考え方 

⑦ 具体的な業務の進め方（保守点検や修繕業務について、施設所

管課・マネジメント担当課・受託事業者の関係性がわかる業務フ

ロー図等を提示してください） 



  ⑧  業務実施における専用システム等の有無及び「有」の場合の内

容説明 

⑨ 管理事務所の有無及び「有」の場合の必要面積、必要駐車場台

数等 

⑩ 望ましいと考える事業期間（維持管理期間） 

⑪ 事業化スケジュールの妥当性・懸念事項 

⑫ 今後、公募等に向けて北名古屋市側に求める資料等 

 

６．サウンディング型市場調査に係る手続き 

⑴ 調査への参加申込 

本調査への参加を希望する場合は、別紙１「参加申込書」に必要

事項を記入の上、Ｅメールで送信ください。（件名を「サウンディ

ング調査参加申込」としてください。） 

申込期間 令和５年６月１２日（月）から 

令和５年６月２６日（月）１７時まで 

申込先 北名古屋市 総務部 企画情報課 

E-mail： kikaku@city.kitanagoya.lg.jp 

⑵  調査日時及び場所の連絡 

調査申込みのあった事業者等の担当者宛てに、実施日時及び場所

をメールにて連絡します。希望に沿えない場合もありますので、予

めご了承下さい。 

【連絡予定日：令和５年７月３日（月）】 

⑶ 調査の実施予定 

① 実施期間：令和５年７月１０日（月）～７月１３日（木） 

② 所要時間：１時間程度 

③ 場   所：参加事業者の本店又は営業所等 

（可能な限り市の職員が、参加事業者の事業所等へ伺いたいと

考えています。どうしても、打合せスペース等が確保できない

場合は、北名古屋市役所にて会議室を確保します。） 

④ そ の 他： 

mailto:kikaku@city.kitanagoya.lg.jp


・ 参加事業者数により日程が変更となる場合があります。 

・ 調査は参加事業者等のアイデア及びノウハウの保護のた

め、個別に行います。 

・ 調査にあたって、提案資料等ございましたら当日ご提出く

ださい。 

・ 調査項目の詳細は、別紙５ 「サウンディング型市場調査に

おけるヒアリング事項」を参照し、回答欄を埋めた状態で令

和５年７月３日（月）までにＥメールにて提出してくださ

い。その際、質問No.29の資料も併せて提出してください。そ

れらの資料を基にヒアリングをさせていただきます。 

 

⑷ 事前質問について 

調査対象事業について、不明点等事前に質問したい内容について

は、別紙２「事前質問シート」を作成の上、申込先へＥメールにて

送付してください。（件名を「サウンディング調査事前質問」とし

てください。） 

事前質問提出

期間 

令和５年６月１２日（月）から 

令和５年６月２６日（月）１７時まで 

※申込書と同日 

申込先 
北名古屋市 総務部 企画情報課 

E-mail： kikaku@city.kitanagoya.lg.jp 

事前質問回答 令和５年７月３日（月）を目途に 

申込事業者全員に回答予定 

 

⑸ 調査結果の公表 

調査結果については、概要の公表を予定しております。なお、参

加事業者等の名称については公表しません。また、参加事業者のア

イデア及びノウハウに配慮し、公表にあたっては、事前に参加事業

者等へ内容の確認を行います。 

 



７．留意事項 

⑴ 参加事業者等の取り扱い 

本調査への参加実績は、事業者公募等における評価の対象とはな

りません。 

⑵ 費用負担 

本調査参加に要する費用は、参加事業者等の負担とします。ただ

し、市職員の事業所等への交通費は、負担する必要はありません。 

⑶ 追加対話への協力 

本調査終了後も、必要に応じて追加の対話（文書による照会を含

む）やアンケート等を実施させていただくことがあります。その際

にはご協力をお願いします。 

 ⑷ 本調査にて配布する資料は、調査の基礎資料としてのみ利用する

ものとし、その他での利用はしないでください。 

 

８．今後の予定 

事業化については、今回のサウンディング調査の結果を受けて、再

度内部で協議し決定する予定です。参考とはなりますが、事業化を想

定した場合のスケジュールについては、以下のとおりです。 

時期 内容 

令和５年度 ・サウンディング型市場調査の実施 

・サウンディング型市場調査の結果の公表 

・事業化の可否決定 

・公募仕様等の検討 

（以下、事業化が決定した場合） 

令和６年度 ・公募の実施 

・優先交渉権者との協議・調整 

令和７年度 ・事業開始（４／１より） 

 

９．別紙10 別紙・参考資料 

・別紙１ 「参加申込書」 



・別紙２ 「事前質問シート」 

・別紙３ 「業務対象施設一覧」 

・別紙４ 「受託不明な業務」 

・別紙５ 「サウンディング型市場調査におけるヒアリング事項」 

・別紙６ 「業務対象施設における保守点検委託費及び修繕費」 

・別紙７ 「過去３年間の修繕及び工事一覧」 

 ※ 別紙５、６、７のデータについては、参加申込書提出後、参加事

業者に個別で送付します。 

 

１０．問い合わせ先 

その他調査に関しての質問等ある場合は、下記の連絡先までお問い

合わせください。 

【連絡先】 

北名古屋市 総務部 企画情報課 

TEL：０５６８－２２－１１１１（内線２３８３） 

FAX：０５６８－２５－１８００ 

E-mail： kikaku@city.kitanagoya.lg.jp 

担当：鈴木（航）、鈴木（正） 
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